
平成２８年度

治山・林道事業設計単価一覧表（工事）

適用年月日 平成２８年４月１日以降入札公告する設計書から適用



治山・林道事業設計単価一覧表（工事）について

１ 適用

この設計単価は、関東森林管理局管内の治山・林道工事の積算に用いる設計単価に

適用する。

２ 用語の定義

物価資料……建設物価調査会発行の「建設物価（平成２７年５月号）」「土木コスト

情報（平成２７年春号）」、経済調査会発行の「積算資料（平成２７年

５月号）」「土木施工単価（平成２７年春号）」をいう。

３ 設計単価の採用基準

(1) 物価資料による場合

ア 原則として物価資料により単価を採用する。

イ 各都県における採用単価の優先順位は以下のとおりとする。

都県名 第一優先 第二優先 第三優先

福島 福島 仙台 東京

栃木 宇都宮 東京

群馬 前橋 高崎 東京

新潟 新潟 東京

茨城 水戸 東京

埼玉 さいたま 東京

千葉 千葉 東京

山梨 甲府 東京

東京 東京

神奈川 横浜 東京

静岡 静岡 名古屋 東京



ウ 取引数量については、小口を優先とする。

エ 複数の物価資料に単価掲載のある場合は、その平均値を算出し、それを採用

する。一つの物価資料にしか掲載のないものについては、その価格を採用す

る。

オ 採用単価は有効数字３桁とし、端数処理については４桁目を四捨五入する。

例： 平均値の算出結果等 採 用 単 価

938 円 → 938 円

1,231 円 → 1,230 円

16,257 円 → 16,300 円

(2) 見積書による場合

ア 物価資料に掲載のないものについては、原則として見積書を徴収し、採用単

価を決定する。

イ 見積単価の採用にあたっては、一社の場合は、その見積単価の９０％とし、

二社以上の場合は、最低単価を採用する。

ウ 有効数字、端数処理については、物価資料の場合と同様である。

(3) 県資料による場合

骨材、路盤材、生コン等地域的に単価の価格差の大きいもので、見積書を徴収

しても管内一本に単価を統一することが困難なものについては、平成２７年５月

期直近に公表されている県資料の単価を採用する。

４ 単価一覧表における単価欄の表記について

(1) 物価資料による場合

「物価資料」と表記している。

なお、「物価資料※」と表記しているもの（油脂類）については、前記２の例外

として、「建設物価（平成２８年４月号）」、「積算資料（平成２８年４月号）」の単

価を採用している。採用基準については、前記３(1)のとおりである。

(2) 見積書による場合

見積徴収にあたり公表の可否を併せて聴取しており、採用単価について公表可

の意思表示がなされている場合には、単価を掲載している。公表不可の意思表示

がなされている場合には、「見積単価」と表記している。

(3) 県資料による場合

「県資料」と表記している。



基礎単価




























































